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【手続補正書】
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【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　患者の血管系の処置のためのデバイスであって、前記デバイスは、
　カテーテル管腔内での送達のために構成された、半径方向に拘束された伸長状態と、前
記半径方向に拘束された状態に対して球状の長手方向に短縮された構成を伴う拡張状態と
を含む自己拡張型弾性透過シェルと、ともに織られる複数の伸長フィラメントであって、
総断面積を有し、さらに前記透過シェルの空洞を画定し、少なくともいくつかの複合フィ
ラメントを含む複数の伸長フィラメントを含み、前記複合フィラメントは、高強度材料と
、高度に放射線不透過性の材料とを含み、前記高度に放射線不透過性の材料の総断面積は
、前記複数の伸長フィラメントの総断面積の約１１％～約３０％である、デバイス。
【請求項２】
　前記高度に放射線不透過性の材料の総断面積は、前記複数の伸長フィラメントの総断面
積の約１５％～約３０％である、請求項１に記載のデバイス。
【請求項３】
　前記高度に放射線不透過性の材料の総断面積は、前記複数の伸長フィラメントの総断面
積の約１５％～約２２％である、請求項２に記載のデバイス。
【請求項４】
　前記高度に放射線不透過性の材料の総断面積は、前記複数の伸長フィラメントの総断面
積の約１９％～約３０％である、請求項１に記載のデバイス。
【請求項５】
　前記高度に放射線不透過性の材料の総断面積は、前記複数の伸長フィラメントの総断面
積の約１１％～約１８．５％である、請求項１に記載のデバイス。
【請求項６】
　前記複数の伸長フィラメントは、前記透過シェルの遠位端において相互に対して固着さ
れている、請求項１に記載のデバイス。
【請求項７】
　前記複数の伸長フィラメントは、前記透過シェルの近位端において相互に対して固着さ
れている、請求項１に記載のデバイス。
【請求項８】
　前記複合フィラメントは、延伸充填管ワイヤを含む、請求項１に記載のデバイス。
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【請求項９】
　前記延伸充填管ワイヤは、約１０％～約５０％の断面積の充填比を有する、請求項８に
記載のデバイス。
【請求項１０】
　前記延伸充填管ワイヤは、約２０％～約４０％の断面積の充填比を有する、請求項９に
記載のデバイス。
【請求項１１】
　前記延伸充填管ワイヤは、約２５％～約３５％の断面積の充填比を有する、請求項１０
に記載のデバイス。
【請求項１２】
　前記高度に放射線不透過性の材料は、タンタルを含む、請求項１に記載のデバイス。
【請求項１３】
　前記高度に放射線不透過性の材料は、白金を含む、請求項１に記載のデバイス。
【請求項１４】
　前記複数の伸長フィラメントは、約５０～約１９０本の複合フィラメントを含む、請求
項１に記載のデバイス。
【請求項１５】
　前記複数の伸長フィラメントは、約７０～約１５０本の複合フィラメントを含む、請求
項１４に記載のデバイス。
 
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３６】
　開放近位端を有する、上記で説明されるデバイスに関して、インプラントまたは透過シ
ェルは、動脈瘤に送達される（処置するために使用される）デバイスのみであってもよい
。随意に、塞栓コイル等の付加的デバイスもまた、動脈瘤に送達されてもよい（例えば、
インプラントまたは透過シェルの内側に配置される）。
本発明は、例えば、以下を提供する。
（項目１）
脳動脈瘤を処置するためのデバイスであって、織物編組メッシュを備えるインプラントを
備え、前記インプラントは、ハブを伴う近位端と、遠位端と、前記近位端から前記遠位端
まで延在する長手軸とを有し、
　前記インプラントは、遠位領域と、近位領域と、前記インプラントの前記長手軸と実質
的に垂直に位置し、前記遠位領域および前記近位領域の間に延在する、遷移領域とを有し
、
　前記インプラントは、展開されたときに拡張構成を有し、拡張されたインプラントは、
前記遠位領域の近位部分から前記遷移領域を通って前記近位領域の遠位部分まで延在する
、最大直径の領域を有し、
　前記遠位領域の前記近位部分内の細孔の直径は、前記近位領域の前記遠位部分内の全て
の細孔より大きい、デバイス。
（項目２）
前記遠位領域の前記近位部分内の細孔の直径は、３００μｍより大きい、項目１に記載の
デバイス。
（項目３）
前記遠位領域の前記近位部分内の細孔の直径は、約３００μｍ～約９００μｍである、項
目１に記載のデバイス。
（項目４）
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前記遠位領域の前記近位部分内の細孔の直径は、約３００μｍ～約９００μｍ、約３００
μｍ～約７００μｍ、および約３００μｍ～約５００μｍから成る群から選択される範囲
内である、項目１に記載のデバイス。
（項目５）
前記近位領域の前記遠位部分内の細孔の直径は、２００μｍ未満である、項目１に記載の
デバイス。
（項目６）
前記近位領域の前記遠位部分内の細孔の直径は、約５０μｍ～約２００μｍである、項目
１に記載のデバイス。
（項目７）
前記近位領域の前記遠位部分内の細孔の直径は、約５０μｍ～約２００μｍ、約５０μｍ
～約１５０μｍ、および約１００μｍ～約２００μｍから成る群から選択される範囲内で
ある、項目１に記載のデバイス。
（項目８）
前記遷移領域は、約１０００μｍの高さである、項目１に記載のデバイス。
（項目９）
前記遷移領域は、前記インプラントの全高さの約０．５％～約２０％である高さを有する
、項目１に記載のデバイス。
（項目１０）
前記遷移領域は、前記インプラントの全高さの約１％～約１５％、前記インプラントの全
高さの約１％～約１０％、および前記インプラントの全高さの約３％～約８％から成る群
から選択される高さを有する、項目１に記載のデバイス。
（項目１１）
脳動脈瘤を処置するための方法であって、
　織物編組メッシュを備える、インプラントであって、ハブを伴う近位端と、遠位端と、
前記近位端から前記遠位端まで延在する長手軸とを有する、インプラントを提供するステ
ップであって、
前記インプラントは、遠位領域と、近位領域と、前記インプラントの前記長手軸と実質的
に垂直に位置し、前記遠位領域および前記近位領域の間に延在する、遷移領域とを有し、
前記インプラントは、展開されたときに拡張構成を有し、拡張されたインプラントは、前
記遠位領域の近位部分から前記遷移領域を通って前記近位領域の遠位部分まで延在する、
最大直径の領域を有し、
前記遠位領域の前記近位部分内の細孔の直径は、前記近位領域の前記遠位部分内の全ての
細孔より大きい、
ステップと、
　マイクロカテーテル内で低プロフィールの半径方向に拘束された状態の前記インプラン
トを脳動脈内の着目領域まで前進させるステップと、
　前記脳動脈の動脈瘤内で前記インプラントを展開するステップであって、遠位透過シェ
ルおよび近位透過シェルが、それらの拡張形状まで拡張する、ステップと、
　前記インプラントを展開した後に、前記着目領域から前記マイクロカテーテルを引き抜
くステップと、を含む、方法。
（項目１２）
前記遠位領域の前記近位部分内の細孔の直径は、３００μｍより大きい、項目１１に記載
の方法。
（項目１３）
前記遠位領域の前記近位部分内の細孔の直径は、約３００μｍ～約９００μｍである、項
目１１に記載の方法。
（項目１４）
前記遠位領域の前記近位部分内の細孔の直径は、約３００μｍ～約９００μｍ、約３００
μｍ～約７００μｍ、および約３００μｍ～約５００μｍから成る群から選択される範囲
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内である、項目１１に記載の方法。
（項目１５）
前記近位領域の前記遠位部分内の細孔の直径は、２００μｍ未満である、項目１１に記載
の方法。
（項目１６）
前記近位領域の前記遠位部分内の細孔の直径は、約５０μｍ～約２００μｍである、項目
１１に記載の方法。
（項目１７）
前記近位領域の前記遠位部分内の細孔の直径は、約５０μｍ～約２００μｍ、約５０μｍ
～約１５０μｍ、および約１００μｍ～約２００μｍから成る群から選択される範囲内で
ある、項目１１に記載の方法。
（項目１８）
前記遷移領域は、約１０００μｍの高さである、項目１１に記載の方法。
（項目１９）
前記遷移領域は、前記インプラントの全高さの約０．５％～約２０％である高さを有する
、項目１１に記載の方法。
（項目２０）
前記遷移領域は、前記インプラントの全高さの約１％～約１５％、前記インプラントの全
高さの約１％～約１０％、および前記インプラントの全高さの約３％～約８％から成る群
から選択される高さを有する、項目１１に記載の方法。
（項目２１）
脳動脈瘤脳動脈瘤を処置するためのデバイスであって、
　第１の端部と、第２の端部と、前記第１の端部から前記第２の端部まで延在する編組ま
れた伸長可撓性フィラメントとを有する、支持構造であって、前記支持構造は、低プロフ
ィールの半径方向に拘束された状態と、前記半径方向に拘束された状態に対して軸方向に
短縮された拡張状態とを有する、支持構造であって、前記拡張状態は、第１の領域と、遷
移ゾーンと、第２の領域とを有する、実質的に管状の形状を有する区分を備える、支持構
造と、
　ハブであって、前記伸長可撓性フィラメントは、前記ハブによって前記第１の端部にお
いて集合させられる、ハブと、
　を備え、
　前記第１の領域は、前記第１の領域中の前記編組まれた伸長可撓性フィラメントによっ
て画定される複数の細孔を備え、前記複数の細孔のうちの各細孔は、直径を有し、
　前記遷移ゾーンは、前記第１の領域に直接隣接し、前記遷移ゾーン内の前記編組まれた
伸長可撓性フィラメントによって画定される複数の細孔を備え、前記複数の細孔のうちの
各細孔は、直径を有し、
　前記第２の領域は、前記遷移ゾーンに直接隣接し、前記遷移ゾーンと前記支持構造の前
記第１の端部との間に位置し、前記第２の領域は、前記第２の領域中の前記編組まれた伸
長可撓性フィラメントによって画定される複数の細孔を備え、前記複数の細孔のうちの各
細孔は、直径を有し、
　前記第１の領域に隣接する前記遷移ゾーン内の細孔の直径は、前記第２の領域に隣接す
る前記遷移ゾーン内の細孔の直径より大きく、
　前記第１の領域の細孔の直径は、前記第２の領域内の前記複数の細孔のそれぞれの直径
より大きい、デバイス。
（項目２２）
前記実質的に管状の形状を有する区分は、前記区分の全体を通して実質的に同一である直
径を有する、項目２１に記載のデバイス。
（項目２３）
前記伸長可撓性フィラメントは、前記第１の端部から前記第２の端部まで一定の直径を有
する、項目２１に記載のデバイス。
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（項目２４）
前記第１の領域内の細孔の直径は、３００μｍより大きい、項目２１に記載のデバイス。
（項目２５）
前記第２の領域内の細孔の直径は、２００μｍ未満より大きい、項目２１に記載のデバイ
ス。
（項目２６）
前記遷移ゾーンは、約１０００μｍである、項目２１に記載のデバイス。
（項目２７）
前記遷移ゾーンは、拡張された前記デバイスの全高さの約１～約１５％である高さを有す
る、項目２１に記載のデバイス。
（項目２８）
前記遷移ゾーンは、拡張された前記デバイスの全高さの約２０％未満である高さを有する
、項目２１に記載のデバイス。
（項目２９）
前記遷移ゾーンは、少なくとも、前記第１の領域に隣接して位置する第１の細孔と、前記
第２の領域に隣接して位置する第２の細孔とを備え、前記第１の細孔の直径は、前記第２
の細孔の直径より大きい、項目２１に記載のデバイス。
（項目３０）
前記伸長可撓性フィラメントは、ニチノールを含む、項目２１に記載のデバイス。
（項目３１）
前記伸長可撓性フィラメントは、延伸充填管フィラメントである、項目２１に記載のデバ
イス。
（項目３２）
前記延伸充填管フィラメントは、ニチノールと、高度に放射線不透過性の材料とを含む、
項目３１に記載のデバイス。
（項目３３）
前記高度に放射線不透過性の材料は、白金、白金合金、金、またはタンタルから成る群か
ら選択される、項目３２に記載のデバイス。
（項目３４）
前記伸長可撓性フィラメントは、ニチノールワイヤおよび延伸充填管の混合物を含む、項
目２１に記載のデバイス。
（項目３５）
前記伸長可撓性フィラメントは、約０．０００５インチ～約０．００２インチの横寸法を
有する、項目２１に記載のデバイス。
（項目３６）
前記伸長可撓性フィラメントは、約０．０００７５インチ～０．００１２５インチの横寸
法を有する、項目２１に記載のデバイス。
（項目３７）
前記編組まれた伸長可撓性フィラメントは、それぞれ横寸法を有する、第１および第２の
フィラメントを含み、前記第１のフィラメントの前記横寸法は、前記第２のフィラメント
の前記横寸法より小さい、項目２１に記載のデバイス。
（項目３８）
前記支持構造は、約７６～２１６本のフィラメントを含む、項目２１に記載のデバイス。
（項目３９）
付加的ハブをさらに備え、前記伸長可撓性フィラメントは、前記付加的ハブによって前記
第２の端部において集合させられる、項目２１に記載のデバイス。
（項目４０）
前記ハブは、放射線不透過性である、項目２１に記載のデバイス。
（項目４１）
前記第１のハブは、前記拡張状態で前記第１の端部において陥凹状である、項目２１に記
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載のデバイス。
（項目４２）
前記付加的ハブは、前記拡張状態で前記第２の端部において陥凹状である、項目３９に記
載のデバイス。
（項目４３）
前記伸長可撓性フィラメントは、前記第２の端部において集合させられない、項目２１に
記載のデバイス。
（項目４４）
前記第２の端部は、開放している、項目２１に記載のデバイス。
（項目４５）
脳動脈瘤を処置するための方法であって、
第１の端部と、第２の端部と、前記第１の端部から前記第２の端部まで延在する編組まれ
た伸長可撓性フィラメントとを有する、支持構造であって、低プロフィールの半径方向に
拘束された状態と、前記半径方向に拘束された状態に対して軸方向に短縮された拡張状態
とを有する、支持構造であって、前記拡張状態は、第１の領域と、遷移ゾーンと、第２の
領域とを有する、実質的に管状の形状を有する区分を備える、支持構造と、
ハブであって、前記伸長可撓性フィラメントは、前記ハブによって前記第１の端部におい
て集合させられる、ハブと、
を有する、インプラントであって、
前記第１の領域は、前記第１の領域中の前記編組まれた伸長可撓性フィラメントによって
画定される複数の細孔を備え、前記複数の細孔のうちの各細孔は、直径を有し、
前記遷移ゾーンは、前記第１の領域に直接隣接し、前記遷移ゾーン内の前記編組まれた伸
長可撓性フィラメントによって画定される複数の細孔を備え、前記複数の細孔のうちの各
細孔は、直径を有し、
前記第２の領域は、前記遷移ゾーンに直接隣接し、前記遷移ゾーンと前記支持構造の前記
第１の端部との間に位置し、前記第２の領域は、前記第２の領域中の前記編組まれた伸長
可撓性フィラメントによって画定される複数の細孔を備え、前記複数の細孔のうちの各細
孔は、直径を有し、
前記第１の領域に隣接する前記遷移ゾーン内の細孔の直径は、前記第２の領域に隣接する
前記遷移ゾーン内の細孔の直径より大きく、
前記第１の領域内の細孔の直径は、前記第２の領域内の前記複数の細孔のそれぞれの直径
より大きい、
インプラントを提供するステップと、
　マイクロカテーテル内で前記低プロフィールの半径方向に拘束された状態の前記インプ
ラントを脳動脈内の着目領域まで前進させるステップと、
　前記脳動脈の動脈瘤内で前記インプラントを展開するステップであって、遠位透過シェ
ルおよび近位透過シェルが、それらの拡張形状まで拡張する、ステップと、
前記インプラントを展開した後に、前記着目領域から前記マイクロカテーテルを引き抜く
ステップと、を含む、方法。
（項目４６）
前記実質的に管状の形状を有する区分は、前記区分の全体を通して実質的に同一である直
径を有する、項目４５に記載の方法。
（項目４７）
前記伸長可撓性フィラメントは、前記第１の端部から前記第２の端部まで一定の直径を有
する、項目４５に記載の方法。
（項目４８）
前記第１の領域内の細孔の直径は、３００μｍより大きい、項目４５に記載の方法。
（項目４９）
前記第２の領域内の細孔の直径は、２００μｍ未満より大きい、項目４５に記載の方法。
（項目５０）
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前記遷移ゾーンは、拡張された前記デバイスの全高さの約１～約１５％である高さを有す
る、項目４５に記載の方法。
（項目５１）
前記遷移ゾーンは、拡張された前記デバイスの全高さの約２０％未満である高さを有する
、項目４５に記載の方法。
（項目５２）
前記遷移ゾーンは、少なくとも、前記第１の領域に隣接して位置する第１の細孔と、前記
第２の領域に隣接して位置する第２の細孔とを備え、前記第１の細孔の直径は、前記第２
の細孔の直径より大きい、項目４５に記載の方法。
（項目５３）
前記伸長可撓性フィラメントは、ニチノールを含む、項目４５に記載の方法。
（項目５４）
前記伸長可撓性フィラメントは、延伸充填管フィラメントである、項目４５に記載の方法
。
（項目５５）
前記延伸充填管フィラメントは、ニチノールと、高度に放射線不透過性の材料とを含む、
項目４５に記載の方法。
（項目５６）
前記高度に放射線不透過性の材料は、白金、白金合金、金、またはタンタルから成る群か
ら選択される、項目４５に記載の方法。
（項目５７）
前記伸長可撓性フィラメントは、ニチノールワイヤおよび延伸充填管の混合物を含む、項
目４５に記載の方法。
（項目５８）
前記伸長可撓性フィラメントは、約０．０００５インチ～約０．００２インチの横寸法を
有する、項目４５に記載の方法。
（項目５９）
前記伸長可撓性フィラメントは、約０．０００７５インチ～０．００１２５インチの横寸
法を有する、項目４５に記載の方法。
（項目６０）
前記編組まれた伸長可撓性フィラメントは、それぞれ横寸法を有する、第１および第２の
フィラメントを含み、前記第１のフィラメントの前記横寸法は、前記第２のフィラメント
の前記横寸法より小さい、項目４５に記載の方法。
（項目６１）
前記支持構造は、約７６～２１６本のフィラメントを含む、項目４５に記載の方法。
（項目６２）
付加的ハブをさらに備え、前記伸長可撓性フィラメントは、前記付加的ハブによって前記
第２の端部において集合させられる、項目４５に記載の方法。
（項目６３）
前記ハブは、放射線不透過性である、項目４５に記載の方法。
（項目６４）
前記第１のハブは、前記拡張状態で前記第１の端部において陥凹状である、項目４５に記
載の方法。
（項目６５）
前記付加的ハブは、前記拡張状態で前記第２の端部において陥凹状である、項目６２に記
載の方法。
（項目６６）
前記伸長可撓性フィラメントは、前記第２の端部において集合させられない、項目４５に
記載の方法。
（項目６７）
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前記第２の端部は、開放している、項目４５に記載の方法。
（項目６８）
脳動脈瘤を処置するためのデバイスであって、
　第１の端部と、第２の端部と、前記第１の端部から前記第２の端部まで延在する編組ま
れた伸長可撓性フィラメントとを有する、支持構造であって、低プロフィールの半径方向
に拘束された状態と、前記半径方向に拘束された状態に対して軸方向に短縮された拡張状
態とを有する、支持構造であって、前記拡張状態は、第１の領域と、遷移ゾーンと、第２
の領域とを有する、実質的に管状の形状を有する区分を備える、支持構造と、
　ハブであって、前記伸長可撓性フィラメントは、前記ハブによって前記第１の端部にお
いて集合させられる、ハブと、
　を備え、
　前記第１の領域の前記可撓性フィラメントは、複数の細孔を画定し、各細孔を画定する
前記フィラメントは、第１の菱形に配列され、各細孔は、前記第１の領域の前記編組まれ
た伸長可撓性フィラメントによって画定される、第１の直径を有し、
　前記遷移ゾーンは、前記第１の領域に直接隣接し、複数の細孔を画定する可撓性フィラ
メントを備え、各細孔は、前記編組まれた伸長可撓性フィラメントによって画定される直
径を有し、
　前記遷移ゾーンに直接隣接する前記第２の領域の前記可撓性フィラメントは、前記遷移
ゾーンと前記支持構造の前記第１の端部との間に位置し、前記第２の領域の前記フィラメ
ントは、複数の細孔を画定し、各細孔を画定する前記フィラメントは、第２の菱形に配列
され、各細孔は、前記第２の領域の前記編組まれた伸長可撓性フィラメントによって画定
される、第２の直径を有し、
　前記第１の菱形は、６時の位置における角度が前記第１の端部に最も近いときに、３時
の位置で角度β１を画定し、
　前記第２の菱形は、６時の位置における角度が前記第１の端部に最も近いときに、３時
の位置で角度β２を画定し、
　角度β１は、角度β２より大きい、デバイス。
（項目６９）
角度β１は、約３５°～６５°である、項目６８に記載のデバイス。
（項目７０）
角度β１は、約４５°～５５°である、項目６８に記載のデバイス。
（項目７１）
角度β２は、約２５°～４５°である、項目６８に記載のデバイス。
（項目７２）
角度β２は、約３０°～４０°である、項目６８に記載のデバイス。
（項目７３）
前記実質的に管状の形状を有する区分は、前記区分の全体を通して実質的に同一である直
径を有する、項目６８に記載のデバイス。
（項目７４）
前記伸長可撓性フィラメントは、前記第１の端部から前記第２の端部まで一定の直径を有
する、項目６８に記載のデバイス。
（項目７５）
前記遷移ゾーンは、約３００μｍ～約１０００μｍの高さである、項目６８に記載のデバ
イス。
（項目７６）
前記遷移ゾーンは、拡張された前記デバイスの全高さの約１～約１５％である高さを有す
る、項目６８に記載のデバイス。
（項目７７）
前記遷移ゾーンは、拡張された前記デバイスの全高さの約２０％未満である高さを有する
、項目６８に記載のデバイス。
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（項目７８）
前記伸長可撓性フィラメントは、ニチノールを含む、項目６８に記載のデバイス。
（項目７９）
前記伸長可撓性フィラメントは、延伸充填管フィラメントである、項目６８に記載のデバ
イス。
（項目８０）
前記延伸充填管フィラメントは、ニチノールと、高度に放射線不透過性の材料とを含む、
項目７９に記載のデバイス。
（項目８１）
前記高度に放射線不透過性の材料は、白金、白金合金、金、またはタンタルから成る群か
ら選択される、項目８０に記載のデバイス。
（項目８２）
前記伸長可撓性フィラメントは、ニチノールワイヤおよび延伸充填管の混合物を含む、項
目６８に記載のデバイス。
（項目８３）
前記伸長可撓性フィラメントは、約０．０００５インチ～約０．００２インチの横寸法を
有する、項目６８に記載のデバイス。
（項目８４）
前記伸長可撓性フィラメントは、約０．０００７５インチ～０．００１２５インチの横寸
法を有する、項目６８に記載のデバイス。
（項目８５）
前記編組まれた伸長可撓性フィラメントは、それぞれ横寸法を有する、第１および第２の
フィラメントを含み、前記第１のフィラメントの前記横寸法は、前記第２のフィラメント
の前記横寸法より小さい、項目６８に記載のデバイス。
（項目８６）
前記支持構造は、約７６～２１６本のフィラメントを含む、項目６８に記載のデバイス。
（項目８７）
付加的ハブをさらに備え、前記伸長可撓性フィラメントは、前記付加的ハブによって前記
第２の端部において集合させられる、項目６８に記載のデバイス。
（項目８８）
前記ハブは、放射線不透過性である、項目６８に記載のデバイス。
（項目８９）
前記ハブは、前記拡張状態で前記第１の端部において陥凹状である、項目６８に記載のデ
バイス。
（項目９０）
前記付加的ハブは、前記拡張状態で前記第２の端部において陥凹状である、項目８７に記
載のデバイス。
（項目９１）
前記伸長可撓性フィラメントは、前記第２の端部において集合させられない、項目６８に
記載のデバイス。
（項目９２）
前記第２の端部は、開放している、項目６８に記載のデバイス。
（項目９３）
脳動脈瘤を処置するための方法であって、
第１の端部と、第２の端部と、前記第１の端部から前記第２の端部まで延在する編組まれ
た伸長可撓性フィラメントとを有する、支持構造であって、低プロフィールの半径方向に
拘束された状態と、前記半径方向に拘束された状態に対して軸方向に短縮された拡張状態
とを有する、支持構造であって、前記拡張状態は、第１の領域と、遷移ゾーンと、第２の
領域とを有する、実質的に管状の形状を有する区分を備える、支持構造と、
ハブであって、前記伸長可撓性フィラメントは、前記ハブによって前記第１の端部におい
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て集合させられる、ハブと、
を有する、インプラントであって、
前記第１の領域の前記可撓性フィラメントは、複数の細孔を画定し、各細孔を画定する前
記フィラメントは、第１の菱形に配列され、各細孔は、前記第１の領域の前記編組まれた
伸長可撓性フィラメントによって画定される、第１の直径を有し、
前記遷移ゾーンは、前記第１の領域に直接隣接し、複数の細孔を画定する可撓性フィラメ
ントを備え、各細孔は、前記編組まれた伸長可撓性フィラメントによって画定される直径
を有し、
前記遷移ゾーンに直接隣接する前記第２の領域の前記可撓性フィラメントは、前記遷移ゾ
ーンと前記支持構造の前記第１の端部との間に位置し、前記第２の領域の前記フィラメン
トは、複数の細孔を画定し、各細孔を画定する前記フィラメントは、第２の菱形に配列さ
れ、各細孔は、前記第２の領域の前記編組まれた伸長可撓性フィラメントによって画定さ
れる、第２の直径を有し、
前記第１の菱形は、６時の位置における角度が前記第１の端部に最も近いときに、３時の
位置で角度β１を画定し、
前記第２の菱形は、６時の位置における角度が前記第１の端部に最も近いときに、３時の
位置で角度β２を画定し、
角度β１は、角度β２より大きい、
　インプラントを提供するステップと、
　マイクロカテーテル内で前記低プロフィールの半径方向に拘束された状態の前記インプ
ラントを脳動脈内の着目領域まで前進させるステップと、
　前記脳動脈の動脈瘤内で前記インプラントを展開するステップであって、遠位透過シェ
ルおよび近位透過シェルが、それらの拡張形状まで拡張する、ステップと、
　前記インプラントを展開した後に、前記着目領域から前記マイクロカテーテルを引き抜
くステップと、を含む、方法。
（項目９４）
角度β１は、約３５°～６５°である、項目９３に記載の方法。
（項目９５）
角度β１は、約４５°～５５°である、項目９３に記載の方法。
（項目９６）
角度β２は、約２５°～４５°である、項目９３に記載の方法。
（項目９７）
角度β２は、約３０°～４０°である、項目９３に記載の方法。
（項目９８）
前記実質的に管状の形状を有する区分は、前記区分の全体を通して実質的に同一である直
径を有する、項目９３に記載の方法。
（項目９９）
前記伸長可撓性フィラメントは、前記第１の端部から前記第２の端部まで一定の直径を有
する、項目９３に記載の方法。
（項目１００）
前記遷移ゾーンは、約３００μｍ～約１０００μｍの高さである、項目９３に記載の方法
。
（項目１０１）
前記遷移ゾーンは、拡張された前記デバイスの全高さの約１～約１５％である高さを有す
る、項目９３に記載の方法。
（項目１０２）
前記遷移ゾーンは、拡張された前記デバイスの全高さの約２０％未満である高さを有する
、項目９３に記載の方法。
（項目１０３）
前記伸長可撓性フィラメントは、ニチノールを含む、項目９３に記載の方法。
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（項目１０４）
前記伸長可撓性フィラメントは、延伸充填管フィラメントである、項目９３に記載の方法
。
（項目１０５）
前記延伸充填管フィラメントは、ニチノールと、高度に放射線不透過性の材料とを含む、
項目１０４に記載の方法。
（項目１０６）
前記高度に放射線不透過性の材料は、白金、白金合金、金、またはタンタルから成る群か
ら選択される、項目１０５に記載の方法。
（項目１０７）
前記伸長可撓性フィラメントは、ニチノールワイヤおよび延伸充填管の混合物を含む、項
目９３に記載の方法。
（項目１０８）
前記伸長可撓性フィラメントは、約０．０００５インチ～約０．００２インチの横寸法を
有する、項目９３に記載の方法。
（項目１０９）
前記伸長可撓性フィラメントは、約０．０００７５インチ～０．００１２５インチの横寸
法を有する、項目９３に記載の方法。
（項目１１０）
前記編組まれた伸長可撓性フィラメントは、それぞれ横寸法を有する、第１および第２の
フィラメントを含み、前記第１のフィラメントの前記横寸法は、前記第２のフィラメント
の前記横寸法より小さい、項目９３に記載の方法。
（項目１１１）
前記支持構造は、約７６～２１６本のフィラメントを含む、項目９３に記載の方法。
（項目１１２）
付加的ハブをさらに備え、前記伸長可撓性フィラメントは、前記付加的ハブによって前記
第２の端部において集合させられる、項目９３に記載の方法。
（項目１１３）
前記ハブは、放射線不透過性である、項目９３に記載の方法。
（項目１１４）
前記第１のハブは、前記拡張状態で前記第１の端部において陥凹状である、項目９３に記
載の方法。
（項目１１５）
前記付加的ハブは、前記拡張状態で前記第２の端部において陥凹状である、項目９３に記
載の方法。
（項目１１６）
前記伸長可撓性フィラメントは、前記第２の端部において集合させられない、項目９３に
記載の方法。
（項目１１７）
前記第２の端部は、開放している、項目９３に記載の方法。
（項目１１８）
管状編組を形成する方法であって、
　円盤の中心から垂直に延在するマンドレル上に複数の伸長弾性フィラメントを装填する
ステップであって、前記円盤は、各フィラメントが、前記マンドレルから前記円盤の円周
縁に向かって半径方向に延在し、隣接係合点から距離ｄによって分離される独立係合点に
おいて前記円盤の前記円周縁に係合するように、平面および前記円周縁を画定する、ステ
ップと、
　フィラメントの第１のサブセットのそれぞれに初期張力Ｔｉ１を、フィラメントの第２
のサブセットに初期張力Ｔｉ２を印加するステップと、
　前記複数のフィラメントおよび前記マンドレル上に加重構造を配置するステップであっ
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て、前記加重構造は、前記マンドレル上の前記複数のフィラメントのプロフィールよりわ
ずかに大きい内径を有し、前記加重構造は、重量Ｗ１を有する、ステップと、
　前記フィラメントの第１のサブセットを複数のアクチュエータと係合させるステップと
、
　前記円盤の前記円周縁を超えた半径方向位置まで略半径方向に前記係合されたフィラメ
ントを移動させるように、前記複数のアクチュエータを操作するステップと、
　前記円盤または前記複数のアクチュエータのうちの少なくとも１つを回転させるステッ
プであって、それによって、相互に関して前記フィラメントの第２のサブセットおよび前
記フィラメントの第１のサブセットを離散距離で回転変位させ、前記フィラメントの第１
のサブセットに前記フィラメントの第２のサブセットを超えて交差させるステップと、
　前記円盤の前記円周縁に向かって略半径方向に前記フィラメントの第１のサブセットを
移動させるように、前記複数のアクチュエータを操作するステップであって、前記第１の
サブセットの中の各フィラメントは、その前の係合点からの円周方向距離である係合点に
おいて前記円盤の前記円周縁に係合する、ステップと、
　前記フィラメントの第２のサブセットを係合させるステップと、
　前記円盤の前記円周縁を超えた半径方向位置まで前記係合されたフィラメントを移動さ
せるように、前記複数のアクチュエータを操作するステップと、
　前記円盤または前記複数のアクチュエータのうちの少なくとも１つを回転させるステッ
プであって、それによって、相互に関してフィラメントの第２のサブセットおよび前記フ
ィラメントの第１のサブセットを離散距離で回転変位させ、前記フィラメントの第２のサ
ブセットに前記フィラメントの第１のサブセットを超えて交差させるステップと、
　前記円盤の前記円周縁に向かって略半径方向に前記フィラメントの第２のサブセットを
移動させるように、前記複数のアクチュエータを操作するステップであって、前記第２の
サブセットの中の各フィラメントは、その前の係合点からの円周方向距離である係合点に
おいて前記円盤の前記円周縁に係合する、ステップと、
　複数の細孔を有する管状編組の第１の部分を形成するように、上記のステップを繰り返
すステップであって、前記第１の部分内の前記複数の細孔のうちの各細孔は、直径を有す
る、ステップと、
　重量Ｗ１と異なる重量Ｗ２が前記複数のフィラメントおよび前記マンドレル上に印加さ
れるように、前記加重構造を交換または変更するステップと、
　複数の細孔を有する前記管状編組の第２の部分を形成し続けるように、前記重量Ｗ２を
用いて上記のステップを繰り返すステップであって、前記第２の部分内の前記複数の細孔
のうちの各細孔は、直径を有し、前記第１の部分内の前記複数の細孔の平均直径は、前記
第２の部分内の前記複数の細孔の平均直径と異なる、ステップとを含む、方法。
（項目１１９）
Ｔｉ１は、Ｔｉ２に等しい、項目１１８に記載の方法。
（項目１２０）
Ｗ１は、Ｗ２より大きい、項目１１８に記載の方法。
（項目１２１）
前記マンドレルは、実質的に垂直な方向に延在する、項目１１８に記載の方法。
（項目１２２）
前記初期張力Ｔｉ１は、第１の複数の張力要素を前記フィラメントの第１のサブセットに
連結することによって印加される、項目１１８に記載の方法。
（項目１２３）
前記第１の複数の張力要素は、重量を備える、項目１２２に記載の方法。
（項目１２４）
前記フィラメントの第１のサブセットおよび前記フィラメントの第２のサブセットのそれ
ぞれに二次張力Ｔｓ１を印加するステップをさらに含む、項目１１８に記載の方法。
（項目１２５）
前記二次張力Ｔｓ１は、重量を前記フィラメントの第１のサブセットおよび前記フィラメ
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ントの第２のサブセットのそれぞれに追加することによって印加される、項目１２４に記
載の方法。
（項目１２６）
前記二次張力Ｔｓ１は、重量を前記フィラメントの第１のサブセットおよび前記フィラメ
ントの第２のサブセットのそれぞれに対して除去することによって印加される、項目１２
４に記載の方法。
（項目１２７）
Ｗ１は、Ｗ２より少なくとも１．５倍大きい、項目１１８に記載の方法。
（項目１２８）
Ｗ１は、少なくとも２６３グラムである、項目１１８に記載の方法。
（項目１２９）
前記第１の部分は、第１の編組密度ＢＤ１を有し、前記第２の部分は、第２の編組密度Ｂ
Ｄ２を有し、ＢＤ１は、ＢＤ２と異なる、項目１１８に記載の方法。
（項目１３０）
前記第２の編組密度ＢＤ２は、前記第１の編組密度ＢＤ１より大きい、項目１２９に記載
の方法。
（項目１３１）
前記第２の編組密度ＢＤ２は、前記第１の編組密度ＢＤ１の約１．２５～約５．０倍の範
囲内である、項目１２９に記載の方法。
（項目１３２）
前記第２の編組密度ＢＤ２は、前記第１の編組密度ＢＤ１の約１．５０～約２．０倍の範
囲内である、項目１２９に記載の方法。
（項目１３３）
前記第２の編組密度ＢＤ２は、約０．１５～約０．４０である、項目１２９に記載の方法
。
（項目１３４）
前記第２の編組密度ＢＤ２は、約０．１７～約０．３０である、項目１２９に記載の方法
。
（項目１３５）
前記第１の編組密度ＢＤ１は、約０．１０～０．２０である、項目１２９に記載の方法。
（項目１３６）
前記第１の編組密度ＢＤ１は、約０．１０～０．１５である、項目１２９に記載の方法。
（項目１３７）
前記第２の部分内の前記複数の細孔の前記平均直径は、２００μｍまたはそれ未満である
、項目１１８に記載の方法。
（項目１３８）
前記第２の部分内の前記複数の細孔の前記平均直径は、約５０μｍ～約２００μｍおよび
約１００μｍ～約２００μｍから成る群から選択される範囲である、項目１１８に記載の
方法。
（項目１３９）
前記第１の部分内の前記複数の細孔の前記平均直径は、２００μｍより大きい、項目１１
８に記載の方法。
（項目１４０）
前記第１の部分内の前記複数の細孔の前記平均直径は、３００μｍより大きい、項目１１
８に記載の方法。
（項目１４１）
前記管状編組の第１の端部において前記複数の伸長弾性フィラメントの端部を固着するス
テップと、
前記管状編組の少なくとも一部を変形させるステップと、
実質的に剛性のツールを用いて、少なくとも部分的に変形した状態で前記管状編組を維持
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するステップと、
有意な分子再配向が前記伸長弾性フィラメント内で起こる臨界温度を超えて前記少なくと
も部分的に変形した管状編組を上昇させるステップと、
前記臨界温度を下回って前記管状編組を低下させるステップと、
実質的に剛性のツールを除去するステップと、をさらに含む、項目１１８に記載の方法。
（項目１４２）
管状編組を形成する方法であって、
　円盤の中心から垂直に延在する溝付マンドレルアセンブリ上に、それぞれ第１および第
２の端部を有する、複数の伸長弾性フィラメントを装填するステップであって、前記円盤
は、平面および円周縁を画定し、前記溝付マンドレルアセンブリは、第１の端部において
円筒狭間胸壁様構造によって取り囲まれる凸状キャップを備え、前記円筒狭間胸壁様構造
は、各フィラメントの中央部分が前記凸状キャップを横断して位置付けられ、第１および
第２のスロットを通過するように、複数の支柱によって分離される複数のスロットを有し
、前記複数のフィラメントの前記第１および第２の端部のそれぞれは、前記溝付マンドレ
ルアセンブリから前記円盤の前記円周縁に向かって半径方向に延在し、隣接係合点から距
離ｄによって分離される独立係合点において前記円盤の前記円周縁に係合する、ステップ
と、
フィラメントの第１のサブセットのそれぞれに初期張力Ｔｉ１を、フィラメントの第２の
サブセットに初期張力Ｔｉ２を印加するステップと、
前記複数のフィラメントおよび前記マンドレル上に加重構造を配置するステップであって
、前記加重構造は、前記マンドレル上の前記複数のフィラメントのプロフィールよりわず
かに大きい内径を有し、前記加重構造は、重量Ｗ１を有する、ステップと、
前記フィラメントの第１のサブセットを複数のアクチュエータと係合させるステップと、
前記円盤の前記円周縁を超えた半径方向位置まで略半径方向に前記係合されたフィラメン
トを移動させるように、前記複数のアクチュエータを操作するステップと、
前記円盤または前記複数のアクチュエータのうちの少なくとも１つを回転させるステップ
であって、それによって、相互に関して前記フィラメントの第２のサブセットおよび前記
フィラメントの第１のサブセットを離散距離で回転変位させ、前記フィラメントの第１の
サブセットに前記フィラメントの第２のサブセットを超えて交差させるステップと、
前記円盤の前記円周縁に向かって略半径方向に前記フィラメントの第１のサブセットを移
動させるように、前記複数のアクチュエータを操作するステップであって、前記第１のサ
ブセットの中の各フィラメントは、その前の係合点からの円周方向距離である係合点にお
いて前記円盤の前記円周縁に係合する、ステップと、
前記フィラメントの第２のサブセットを係合させるステップと、
前記円盤の前記円周縁を超えた半径方向位置まで前記係合されたフィラメントを移動させ
るように、前記複数のアクチュエータを操作するステップと、
前記円盤または前記複数のアクチュエータのうちの少なくとも１つを回転させるステップ
であって、それによって、相互に関してフィラメントの第２のサブセットおよび前記フィ
ラメントの第１のサブセットを離散距離で回転変位させ、前記フィラメントの第２のサブ
セットに前記フィラメントの第１のサブセットを超えて交差させるステップと、
前記円盤の前記円周縁に向かって略半径方向に前記フィラメントの第２のサブセットを移
動させるように、前記複数のアクチュエータを操作するステップであって、前記第２のサ
ブセットの中の各フィラメントは、その前の係合点からの円周方向距離である係合点にお
いて前記円盤の前記円周縁に係合する、ステップと、
複数の細孔を有する管状編組の第１の部分を形成するように、上記のステップを繰り返す
ステップであって、前記第１の部分内の前記複数の細孔のうちの各細孔は、直径を有する
、ステップと、
を含む、方法。
（項目１４３）
重量Ｗ１と異なる重量Ｗ２が前記複数のフィラメントおよび前記マンドレル上に印加され
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るように、前記加重構造を交換または変更するステップと、
複数の細孔を有する前記管状編組の第２の部分を形成し続けるように、前記重量Ｗ２を用
いて上記のステップを繰り返すステップであって、前記第２の部分内の前記複数の細孔の
うちの各細孔は、直径を有し、前記第１の部分内の前記複数の細孔の平均直径は、前記第
２の部分内の前記複数の細孔の平均直径と異なる、ステップと、をさらに含む、項目１４
２に記載の方法。
（項目１４４）
前記円筒狭間胸壁様構造は、少なくとも１８個のスロットを備える、項目１４２に記載の
方法。
（項目１４５）
前記円筒狭間胸壁様構造は、前記溝付マンドレルアセンブリの周囲に３６０°延在し、前
記第１のスロットは、前記第２のスロットから約１８０°に位置する、項目１４２に記載
の方法。
（項目１４６）
前記円筒狭間胸壁様構造は、前記溝付マンドレルアセンブリの周囲に３６０°延在し、前
記第１のスロットは、前記第２のスロットから約１８０°未満に位置する、項目１４２に
記載の方法。
（項目１４７）
前記円筒狭間胸壁様構造は、前記溝付マンドレルアセンブリの周囲に３６０°延在し、前
記第１のスロットは、前記第２のスロットから約９０°未満に位置する、項目１４２に記
載の方法
（項目１４８）
前記円筒狭間胸壁様構造は、前記溝付マンドレルアセンブリの周囲に３６０°延在し、前
記第１のスロットは、前記第２のスロットから３０°～１６０°に位置する、項目１４２
に記載の方法
（項目１４９）
Ｔｉ１は、Ｔｉ２に等しい、項目１４２に記載の方法。
（項目１５０）
患者の血管系内の動脈瘤の処置のためのデバイスであって、
近位端と、遠位端と、長手軸とを有する、自己拡張型弾性透過シェルであって、前記シェ
ルは、編組構造を有する複数の伸長弾性フィラメントを備え、前記複数の伸長フィラメン
トのそれぞれは、第１の端部と、中心区分と、第２の端部とを有し、前記複数のフィラメ
ントの前記第１および第２の端部は、前記透過シェルの前記近位端において固着され、前
記透過シェルは、編組まれた伸長弾性フィラメントの単一の層である、シェルを備え、
　前記透過シェルは、マイクロカテーテル内での送達のために構成される、半径方向に拘
束された伸長状態を有し、
　前記透過シェルは、前記半径方向に拘束された状態に対して球状の軸方向に短縮された
構成を伴う拡張した弛緩状態を有し、前記複数の伸長フィラメントのそれぞれの前記中心
区分は、前記透過シェルの遠位領域を通過する、デバイス。
（項目１５１）
前記複数の伸長フィラメントは、前記透過シェルの前記遠位端においてともに固着されな
い、項目１５０に記載のデバイス。
（項目１５２）
前記複数のフィラメントは、少なくとも２つの異なる横寸法のフィラメントを含む、項目
１５０に記載のデバイス。
（項目１５３）
前記フィラメントのうちのいくつかは、白金を含む、項目１５０に記載のデバイス。
（項目１５４）
前記フィラメントのうちのいくつかは、延伸充填管である、項目１５０に記載のデバイス
。
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（項目１５５）
前記透過シェルの前記遠位端は、単一フィラメントから形成される複数のループを備える
、項目１５０に記載のデバイス。
（項目１５６）
前記透過シェルの前記近位端は、単一フィラメントから形成される複数のループを備える
、項目１５０に記載のデバイス。
（項目１５７）
近位端と、遠位端と、長手軸とを有する、透過層をさらに備え、前記透過層は、編組構造
を有する複数の伸長弾性フィラメントを備え、前記透過層は、前記透過シェルの内側また
は外側に配置される、項目１５０に記載のデバイス。
（項目１５８）
前記透過シェルの少なくとも一部は、成長因子でコーティングされる、項目１５０に記載
のデバイス。
（項目１５９）
前記成長因子は、ＣＥ３４抗体である、項目１５０に記載のデバイス。
（項目１６０）
前記フィラメントのうちの少なくともいくつかは、生体再吸収性フィラメントを含む、項
目１５０に記載のデバイス。
（項目１６１）
前記生体再吸収性フィラメントは、ＰＧＬＡ、ＰＧＡ、およびＰＬＬＡフィラメントのう
ちの少なくとも１つを含む、項目１６０に記載のデバイス。
（項目１６２）
前記近位端に開口部をさらに備える、項目１５０に記載のデバイス。
（項目１６３）
前記開口部は、少なくとも１ミリメートルの直径を有する、項目１６２に記載のデバイス
。
（項目１６４）
前記開口部は、マイクロカテーテルの通過を可能にするように構成される、項目１６２に
記載のデバイス。
（項目１６５）
前記透過シェルの少なくとも一部は、塞栓材料を含むように構成される、項目１６２に記
載のデバイス。
（項目１６６）
脳動脈瘤を処置するための方法であって、
近位端と、遠位端と、長手軸とを有する、自己拡張型弾性透過シェルであって、前記シェ
ルは、編組構造を有する複数の伸長弾性フィラメントを備え、前記複数の伸長フィラメン
トのそれぞれは、第１の端部と、中心区分と、第２の端部とを有し、前記複数のフィラメ
ントの前記第１および第２の端部は、前記透過シェルの前記近位端において固着され、前
記透過シェルは、編組まれた伸長弾性フィラメントの単一の層である、シェルを有する、
インプラントであって、
前記透過シェルは、マイクロカテーテル内での送達のために構成される、半径方向に拘束
された伸長状態を有し、
前記透過シェルは、前記半径方向に拘束された状態に対して球状の軸方向に短縮された構
成を伴う拡張した弛緩状態を有し、前記複数の伸長フィラメントのそれぞれの前記中心区
分は、前記透過シェルの遠位領域を通過する、インプラントを提供するステップと、
　マイクロカテーテル内で低プロフィールの半径方向に拘束された状態の前記インプラン
トを脳動脈内の着目領域まで前進させるステップと、
　前記脳動脈の動脈瘤内で前記インプラントを展開するステップであって、遠位透過シェ
ルはおよび近位透過シェルは、それらの拡張形状まで拡張する、ステップと、
　前記インプラントを展開した後に、前記着目領域から前記マイクロカテーテルを引き抜
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くステップと、を含む、方法。
（項目１６７）
前記複数の伸長フィラメントは、前記透過シェルの前記遠位端においてともに固着されな
い、項目１６６に記載の方法。
（項目１６８）
前記複数のフィラメントは、少なくとも２つの異なる横寸法のフィラメントを含む、項目
１６６に記載の方法。
（項目１６９）
前記フィラメントのうちのいくつかは、白金を含む、項目１６６に記載の方法。
（項目１７０）
前記フィラメントのうちのいくつかは、延伸充填管である、項目１６６に記載の方法。
（項目１７１）
前記透過シェルの前記遠位端は、単一フィラメントから形成される複数のループを備える
、項目１６６に記載の方法。
（項目１７２）
前記透過シェルの前記近位端は、単一フィラメントから形成される複数のループを備える
、項目１６６に記載の方法。
（項目１７３）
近位端と、遠位端と、長手軸とを有する、透過層をさらに備え、前記透過層は、編組構造
を有する複数の伸長弾性フィラメントを備え、前記透過層は、前記透過シェルの内側また
は外側に配置される、項目１６６に記載の方法。
（項目１７４）
前記透過シェルの少なくとも一部は、成長因子でコーティングされる、項目１６６に記載
の方法。
（項目１７５）
前記成長因子は、ＣＥ３４抗体である、項目１７４に記載の方法。
（項目１７６）
前記フィラメントのうちの少なくともいくつかは、生体再吸収性フィラメントを含む、項
目１６６に記載の方法。
（項目１７７）
前記生体再吸収性フィラメントは、ＰＧＬＡ、ＰＧＡ、およびＰＬＬＡフィラメントのう
ちの少なくとも１つを含む、項目１７６に記載の方法。
（項目１７８）
前記近位端に開口部をさらに備える、項目１６６に記載の方法。
（項目１７９）
前記開口部は、少なくとも１ミリメートルの直径を有する、項目１７８に記載の方法。
（項目１８０）
前記開口部は、マイクロカテーテルの通過を可能にするように構成される、項目１７８に
記載の方法。
（項目１８１）
前記透過シェルの少なくとも一部は、塞栓材料を含むように構成される、項目１６６に記
載の方法。
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